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   概  要 

地震が発生した場合、飲食店においてフライヤーから油が飛散し、周囲にあるガスこんろ等のガス機器に

より着火するおそれがある。特に出火危険が高い状況としては、飲食店が高層階にあることで揺れが増幅さ

れる状況や、地震動が長周期となりガス機器と接続しているマイコンメーターの感震自動停止装置が作動

しない状況が挙げられる。本検証では今後発生が予想される首都直下地震の高層階における想定地震動や、

感震自動停止装置が作動しない程度の長周期地震動を用い、フライヤーの油の飛散挙動について調べた。ま

た、業務用のガスこんろに油が飛散した場合の着火危険について検証を行った。 

その結果、フライヤーの油槽の形状から、比較的正面付近への飛散量が多くなること、また飛散した油は

ガスこんろ等の炎に継続して接炎しなければ着火しないことが判明した。 

 

 

１ はじめに 

「高層化する建築物における防火安全対策」（火災予防

審議会答申 2015）１）によると、東日本大震災時の高層の

建築物の厨房等を調査した結果、調査した全ての厨房に

おいてフライヤー内の調理油があふれて床に油だまりが

できるような状況がみられており、ガスこんろ等の何ら

かの火源によって火災に至る可能性が示唆されている。 

当庁においては、過去に卓上型のフライヤーに観測地

震波を与えた時の飛散状況２）や使用中の家庭用こんろに

高温の天ぷら油が飛散した際の着火の有無３）について検

証を行っている。しかし、業務用のフライヤーやガスこ

んろによる出火危険についてはまだ調べられていない。

大型フライヤーは調理油の使用量が多いため、飛散する

量及び距離も増加するおそれがある。また、ガスこんろ

についても業務用の大型ガスこんろでは家庭用のものに

比べ、火力が強いため調理油が飛散したときに着火しや

すいと考えられる。 

本検証では、飲食店等の厨房において使用されている

フライヤーに関連した地震時の出火危険を明らかにする

ため、地震によるフライヤーの調理油の飛散距離を測定

するとともに、フライヤー周囲に設置された使用中のガ

ス機器へ調理油が飛散した場合の着火危険を検証した。 

 

２ フライヤーやガス機器に関する指導基準、安全装置

について 

「東京消防庁 予防事務審査・検査基準」において、

高層の建築物（原則として高さ 31ｍを超える建築物）の

厨房設備は、長周期地震動の影響も考慮した地震発生時

の出火防止性能を有するように、高温の調理油と裸火又

は水を隣接させないレイアウトとするように指導してい

る。 

また「ガス工作物の技術上の基準を定める省令」及び

「ガス工作物技術基準の解釈例」において、ガス事業者

のガスメーター（マイコンメーター）には、250gal を

超える地震動を継続して検知した場合にガスを遮断する

性能を持たせるように定めている。ただし、ガス遮断後

もガス機器は高温となっているため、調理油がガス機器

に飛散すると熱せられて発火する可能性がある。また、

長周期地震動の場合は変位が大きくなる傾向があるた

め、感震自動停止装置が作動しない程度の揺れであって

もフライヤーから調理油が飛散し、着火する危険性が高

いと考えられる。 

 

３ 検証概要 

今回の検証のフローチャートを図１に示した。まず、

現時点で想定されている東京湾北部地震発生時の高層階

におけるフライヤーの調理油の飛散挙動を調べた。東京

湾北部地震については、想定地震動のデータが作成され

ており、当庁の振動発生装置において再現することがで

きる。フライヤー内の調理油の揺動は、地震の揺れの大

きさだけでなく、揺れの周期とも密接な関係がある。フ

ライヤーは油槽の寸法に応じて共振周期というものが存

在し、理論式が得られている。フライヤーの共振周期と

地震の揺れの周期が一致した時、共振という現象が発生
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し、液面が激しく揺動する。今回の検証では、東京湾北

部地震の高層階における想定地震動の周期と共振周期が

同程度であるフライヤーを選定し、共振が発生しやすい

状況において、調理油の飛散挙動を調べた。また、溢流

防止のためフライヤーの油槽の縁に加工を行うことで飛

散挙動が変化するか調べた。 

一方で、長周期地震動が発生した場合、加速度が小さ

い場合においても変位が大きくなるため、液面が大きく

揺動することが考えられる。震度４以下ではマイコンメ

ーターの感震自動防止装置が作動しないと考えられるこ

とから、フライヤーから他のガス機器に調理油が飛散し

て着火する危険性が高いと考えられる。一般にフライヤ

ーの長辺が長くなると共振周期も長くなる。今回は東京

湾北部地震の想定地震動と共振するフライヤーより大型

のものを用意し、その共振周期に対応した１次元の長周

期地震動を作成して飛散挙動を調べた。 

最後に、フライヤーから周囲のガス機器に調理油が飛

散して着火する危険性があるか調べた。業務用のガス機

器の例として大型ガスこんろを使用している際の温度分

布を確認し、高温の部位、すなわち調理油が飛散した時

に着火する危険性が高い部位を調べた。このとき、鍋を

置いた場合と下ろした場合で温度分布に違いがあるかに

ついても確認した。次に温度が高いこんろの部位に少量

の調理油を滴下し、着火の有無を確認し、さらに調理油

の温度や量を変化させたときの着火の有無を調べた。ま

た、調理中の鍋の外面に調理油が飛散した場合や、地震

によりマイコンメーターが作動し自動消火した場合を想

定し、大型ガスこんろを消炎した直後に調理油を滴下し

た場合の着火の有無を調べた。 

以上を踏まえて、地震時のフライヤーにより出火する

危険性の評価及び対策の検討を行った。 

 

 

４ 検証に用いた実験装置、測定機器 

 振動発生装置 

振動実験は消防技術安全所の振動発生装置を用いた。 

振動発生装置は加振機、振動台、制御装置等によって構

成されており、３軸（３次元）による観測地震波の再現

が可能である。本検証においては、フライヤーからの調

理油の飛散挙動を広範囲において検証するため、台座上

に拡張板を設置した（図２）。諸元・性能は表１のとおり。 

 

 

 重量計 

飛散したグリセリン溶液の重量測定に重量計を用いた

（図３）。諸元・性能等は表２のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 熱画像撮影装置 

使用中のガス機器の温度分布測定に熱画像撮影装置を

用いた（図４）。諸元・性能等は表３のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

項目 諸元・性能 

振動機構 
水平 2方向（XY 軸） 

垂直 1方向（Z軸） 

振動台寸法 2.5ｍ×2.5ｍ 

拡張板設定時の 

台座寸法 
3.5ｍ×3.5ｍ 

振動数範囲 0.1～200Hz 

最大搭載質量 10,000 ㎏ 

最大変位 

X 軸：600mmp-p※ 

Y 軸：400mmp-p 

Z 軸：150mmp-p 

項目 諸元・性能 

測定範囲 0～30 ㎏ 

測定単位 ２g 

項目 諸元・性能 

測定温度範囲 -40～2,000℃ 

記録画素数 640px×480px 

図１ 検証のフローチャート 

表１ 振動発生装置の諸元・性能 

表２ 重量計の諸元・性能 

表３ 熱画像撮影装置の諸元・性能 

図２ 拡張板を設置した振動発生装置の外観 

図３ 重量計の外観 

※ mmp-p:peak-to-peak で両振幅の範囲を示す。 
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５ 検証方法 

 想定地震動によるフライヤー内の調理油の飛散挙動 

ア 使用した想定地震動 

建物内の揺れは、地表面の揺れが同じであったとして

も、建物の寸法や構造等によって揺れの加速度や周期は

異なる。一般に、建物が高いほど揺れは大きくなり、同

じ建物内でも高層階では低層階に比べ揺れが大きくなる

傾向がある。「高層化する建築物における防火安全対策」

（火災予防審議会答申 2015）１）では高層階における厨房

からの出火危険が指摘されている。今回の検証では、高

層階に設置されたフライヤーからの出火危険を評価する

ため、首都直下地震等による東京の被害想定（平成 24 年

４月 18 日公表）の工学的基盤の想定地震動分布のうち、

都内において延焼危険が高い品川区豊町五丁目のメッシ

ュを選定し、その工学的基盤における地震波形を元に、

RC造 14階建ての 12階における応答を考慮して波形を作

成した。 

建物等の物体が地震等により振動するとき、特定の周

期の振動が増幅される共振現象というものが発生するこ

とがある。この時の周期を共振周期といい、今回想定し

た建物の共振周期の一つは 0.78 秒であるため、今回の実

験では東京湾北部地震のうち周期 0.78 秒付近の成分が

増幅される。実際にフーリエ変換の手法を用いて想定地

震動の周期成分を分析すると、南北方向は 0.74 秒、東西

方向は 0.77 秒の成分が最も強い。 

今回用いた想定地震動の各方向の揺れの最大加速度を

表４に示す。計測震度は 6.72 で震度７に相当する。 

 

南北 東西 上下 計測震度 

1,049gal 749gal 108gal 6.72(震度７) 

 

イ 想定地震動により共振を起こすフライヤー 

重力加速度を gとしたとき、長辺の長さ 2L、高さ Hの

矩形油槽の共振周期 Ts については、Housner４）により次

のような理論式が得られている。 

Ｔ
s
=

2𝜋

√1.58
𝑔
𝐿
tanh⁡(1.58

𝐻
𝐿
)

  ⁡⁡ (5.1)  

 フライヤーの共振周期が地震動の周期と一致したとき、

調理油が飛散する危険性が高まる。今回の想定地震動は

建物の共振周期 0.78 秒付近の成分が増幅されているの

で、フライヤーの共振周期についても 0.78 秒程度となる

ものを選定した（図５）。今回使用したフライヤーの油槽

の容量は 18Ｌで、油槽の側面及び背面は垂直となってい

るが、正面は傾斜が見られる（図６）。油槽は厳密には矩

形ではないが、式(5.1)より長辺 40cm、水深 15cm の矩形

水槽の共振周期の理論値が 0.78 秒となることから、短辺

方向（37cm）と長辺方向(41cm)のいずれの方向について

も同程度の共振周期をもつことが予想される。  

なお、フライヤー内の液体については、調理中の菜種

油と同じ粘度の常温のグリセリン溶液を調製して用いた。

180℃の菜種油の動粘度は 3.4mm2/s５）であり、グリセリン

の重量比40％の水溶液を調製することで同程度の動粘度

を持つ常温の溶液を得た。このとき、密度は 1.1g/mL６）

となる。 

 

 

ウ フライヤーの配置と飛散量の測定方法 

拡張板を設置した振動台にフライヤーを固定し、その

周囲に一辺 24cm、高さ 17cm の角形金属缶を配置した（図

７）。振動前に各缶の重量測定を行い、フライヤーに重量

濃度40％のグリセリン溶液をフライヤー規定量の線まで

入れた。東京湾北部地震の想定地震動を与え、フライヤ

ー内の液体が飛散した後に各缶の重量を測定した。振動

前と振動後の重量変化から缶の位置に飛散した溶液の重

量を求め、溶液の密度（1.1g/mL）を用いて体積に換算し

た。飛散量の測定回数は３回とした。 

 

  

図５ 使用したフライヤー 

を正面から見た図 

45 cm 

60 cm 

80 cm 

図６ 使用したフライヤー 

の油槽の側面図 

正面 背面 

図４ 熱画像撮影装置の外観 

表４ 使用した想定地震動の最大加速度と計測震度 
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エ 溢流防止対策 

今回のフライヤーの縁の部分に木製の三角柱を設置す

ることで油槽壁面付近の液体の移動方向を油槽内側に向

けることで溢流防止を図った。２cm 角の三角柱を正面と

側面の計３面に設置した物を溢流防止対策Ａとした（図

８、９）。さらにＡの三角柱に対して５cm 幅の板を設置し

たものを対策Ｂとした（図 10、11）。Ａ、Ｂそれぞれにつ

いてウと同じ設定で飛散量の測定を１回ずつ実施した。 

 

 

 長周期地震動によるフライヤー内の調理油の飛散挙

動 

ア 検証に使用したフライヤー 

長周期地震動において共振を起こすフライヤーとして、

フライヤーを用意し

た（図 12）。このフライヤーの油槽の形状は図 13 のとお

りである。正面側は１段浅い部分があり、また正面上部

は傾斜している。式(5.1)より長辺 80cm、水深 10cm の矩

形水槽の共振周期の理論値が 1.65 秒であることからフ

ライヤーの長辺（82cm）についても同程度の共振周期と

なることが予想される。 

 

 

イ フライヤーと共振する長周期地震動の作成 

アで選定したフライヤーに対して、周期 1.65 秒付近の

様々な周期で加速度 10gal（震度３相当）の正弦波を与え

て水面の状態を確認したところ、最も激しく液面が揺動

する周期は 1.79 秒となった。飛散挙動の確認には周期

1.79 秒の正弦波を長周期地震動として用い、最大加速度

についてはマイコンメーターの自動停止装置が作動しな

い 50gal（震度４相当）とし、加振時間は３分間とした。 

ウ フライヤーの配置と飛散量の測定方法 

振動台にフライヤーの長辺（横幅）方向と長周期地震

動の振動方向が一致するようにフライヤーを設置し、そ

の周囲に一辺 24cm、高さ 17cm の角形金属缶を配置した

（図 14）。振動前に各缶の重量測定を行い、フライヤーに

重量濃度40％のグリセリン溶液をフライヤー規定量の線

まで入れた。長周期地震動によりフライヤー内の液体が

飛散した後に各缶の重量を測定した。振動前と振動後の

重量変化から缶の位置に飛散した溶液の重量を求め、溶

2.2 ｍ 

2.6 ｍ 

北 

図７ フライヤーと金属缶（1辺 24 cm）の配置 

図９ 溢流防止対Ａ 

実施状況 

図８ 溢流防止対策Ａ 

模式図 

図 11 溢流防止対策Ｂ 

実施状況 

図 10 溢流防止対策Ｂ 

模式図 

90 cm 
57 cm 80 cm 

図 12 使用したフライヤーの外観と寸法 

図 13 使用したフライヤーの油槽の側面図 

正面 背面 
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液の密度（1.1g/mL）を用いて体積に換算した。飛散量の

測定回数は３回とした。 

 

 

 飛散した調理油による出火危険 

ア 検証に用いた機器、器具 

一般に用いられる業務用ガス機器として最大出力

9.3kW の大型ガスこんろ（都市ガス用）を用意し、こんろ

で使用する調理器具として直径 45cm、深さ 15cm の鍋を

用意した（図 15、16）。 

 

 

イ 使用中のガスこんろの温度分布の確認 

室温 10℃、湿度 40％の屋内において、大型ガスこんろ

に何も置いていない状態で最大火力に設定し加熱した。

熱画像撮影装置を用いて最高温度となる箇所を観察し、

その温度が１分間に±５℃以内の範囲で安定したときを

定常状態と判断した。こんろの炎による影響を防ぐため、

定常状態から火を止めた直後のこんろの温度分布を記録

した。熱画像撮影装置の測定レンジは０℃から 2,000℃

の範囲とし、放射率については五徳部分が黒体に近いこ

とから 0.9 に設定し、１秒に１回連続的に撮影した。 

同様に鍋の半分の深さまで水を入れた鍋を置いて最大

火力で加熱し、鍋の中の水が沸騰して定常状態となった

後に火を止め、鍋をこんろから下ろし、こんろの温度分

布を記録した。 

ウ 一滴（約 0.03mL）の菜種油を滴下した時の着火の有

無 

使用中のこんろの五徳の部分やバーナーから噴出する

炎に菜種油を滴下した時の着火の有無を調べた。滴下量

は容量１mL のガラスピペットの一滴（約 0.03mL）とし、

菜種油の温度は 20℃と 220℃の２つの条件で実施した。

なお、220℃は本検証に用いたフライヤーにおける設定上

限温度である。滴下する位置についてはＡからＥの５点

とし、五徳の突起先端から１cm の部分をＡ、５cm の部分

をＢ、９cm の部分をＣとし、五徳の外周部をＤ、噴出す

る炎をＥとした（図 17）。 

 

 

エ １mL 以上の菜種油を滴下した時の着火の有無 

ウにおいて着火した部分について、滴下量を１mL、10mL、

100mL とした場合も同様に着火するか調べた。１mL の滴

下には１mL ピペットを用い、10mL、100mL については調

理用のお玉杓子を用いて滴下した。瞬時に調理油が飛散

する状況を想定し、滴下はできるだけ速やかに行った。

菜種油の温度は 20℃と 220℃の２つの条件で実施した。 

オ こんろ上の中華鍋の外面に菜種油が付着した時の着

火の有無 

こんろに直径 35cm の中華鍋を置き、鍋の中の水が沸騰

している状態で使用している時に、菜種油が中華鍋の外

側に付着し外面を伝ってこんろの中央部に流出した時の

挙動を調べた。菜種油の量は１mL とした。菜種油の温度

図 14 フライヤーと金属缶（一辺 24 cm）の配置 

 

3.1 ｍ 

1.9 ｍ 

振動方向 

35 cm 

42 cm 

16 cm 

図 15 大型ガスこんろ 

 

図 16 大型ガスこんろ上に置いた鍋 

 

図 17 ガスこんろに対する油の滴下位置の設定 
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は 20℃と 220℃の２つの条件で実施した。 

カ 消炎直後に菜種油を滴下したときの着火の有無 

ガスこんろを最大火力として五徳を加熱し定常状態と

なった後、消火した直後に菜種油を滴下した時の挙動を

調べた。量はアと同様に約 0.03mL とした。菜種油の温度

は 20℃と 220℃の２つの条件で実施した。 

  

６ 検証結果 

 想定地震動によるフライヤー内の調理油の飛散挙動 

想定地震動によるフライヤーの振動実験を３回行った

結果を示す。図 18 から 20 は各金属缶に飛散した液体の

体積量（一の位で四捨五入）を示している。灰色のマス

は５mL 以上の飛散があったことを示しており、量が多い

ほど濃い色としている。また、白色のマスは５mL 未満と

なった缶を示している。飛散量が多い傾向を示したのは、

フライヤー正面に隣接した２缶で、730mL以上飛散した。

一方でフライヤー背面に隣接した２缶への飛散量は50mL

以下となった。フライヤー側面に隣接した３缶への飛散

量は 100mL から 430mL の間の値となり、側面に隣接した

３缶を比較すると正面寄りの缶の方が背面寄りの缶に比

べて飛散量が多い傾向がみられた。いずれの方向につい

てもフライヤーから離れるにしたがって飛散量は減少し、

1.9ｍ以上離れることで、飛散量は５mL 未満になった。た

だし、フライヤー正面方向及び側面方向について、金属

缶が設置されていない測定範囲外部分についても飛沫程

度の飛散は観測された。 

 

 

溢流防止対策Ａ又はＢを行って振動実験を実施した結

果を図 21、22 に示す。フライヤー正面に隣接する２缶に

ついて、溢流防止対策を行わなかった場合はいずれも１

缶当たり 730mL 以上飛散していたのに対し、対策Ａを行

った場合は 520mL 以下、対策Ｂを行った場合は 190mL 以

図 19 想定地震動によるフライヤーからの飛散量

（単位 mL、２回目） 

 

図 20 想定地震動によるフライヤーからの飛散量

（単位 mL、３回目） 

 

図 18 想定地震動によるフライヤーからの飛散量

（単位 mL、１回目） 
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下の飛散に抑えられた。一方で、フライヤー側面方向へ

の飛散について、対策を行わなかった場合は側面方向に

1.2ｍ以上離れると１缶当たり５mL 未満の飛散量となっ

たのに対し、対策Ａ又はＢを実施した場合はいずれも1.2

ｍ以上離れた缶に 100mL 以上飛散するケースが見られた。 

 

 長周期地震動によるフライヤー内の調理油の飛散挙

動 

周期 1.79 秒、50gal の正弦波で３回実験を行った結果

を示す。図 23 から 25 は各金属缶に飛散した液体の体積

量（一の位を四捨五入）を示している。灰色のマスは５

mL 以上の飛散があったことを示しており、量が多いほど

濃い色としている。また、白色のマスは５mL 未満となっ

た缶を示している。飛散量が多い傾向を示したのは、フ

ライヤー正面に隣接した４つの缶のうち側面寄りの２缶

で、1,810mL 以上飛散した。正面に隣接した中央側の２缶

では 160mL から 550mL の間となった。一方でフライヤー

背面に隣接した３缶については５mL 未満となった。フラ 

イヤー側面に隣接した６缶については０mL から 1,260mL

の間の値となり、側面に隣接した６缶を比較すると正面 

 

図 21 溢流防止対策Ａ実施時の想定地震動に 

  よるフライヤーからの飛散量（単位 mL） 

図 22 溢流防止対策Ｂ実施時の想定地震動に 

  よるフライヤーからの飛散量（単位 mL） 

図 25 長周期地震動によるフライヤーからの飛散量

（単位 mL、３回目） 
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図 24 長周期地震動によるフライヤーからの飛散量

（単位 mL、２回目） 
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図 23 長周期地震動によるフライヤーからの飛散量

（単位 mL、１回目） 
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寄りの缶の方が背面寄りの缶に比べて飛散量が多い傾向

がみられた。 

 飛散した調理油による出火危険 

ア 使用中の大型ガスこんろの温度分布 

使用中（鍋なし/鍋あり）の大型ガスこんろの熱画像を

図 26、27 に示す。最高温度についてはいずれも五徳の先

端部分で、鍋がない場合は 585℃、鍋がある場合は 526℃

となり、鍋がないほうが高い温度となった。一方で、五

徳の先端部分以外については鍋がある方が高い傾向を示

した。 

 

 

 滴下を行った五徳部分の温度を表５に示す。五徳先端

部のＡは 585℃と菜種油の発火点 419℃７）を超えている。

ＢからＤについては発火点より低い温度であった。なお、

Ｅはこんろの炎部分であり、炎周囲のガスによる赤外線

の吸収の影響等で、今回使用した熱画像撮影装置では計

測できない。 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

585℃ 321℃ 245℃ 209℃ 

 

イ 一滴（約 0.03mL）の菜種油を滴下した時の着火の有

無 

0.03mLの菜種油を滴下した時の着火の有無について表

６に示す。20℃の菜種油を五徳の先端部分のＡに滴下し

た場合は着火し（図 28）、ＢからＥに滴下した場合は着火

しなかった。220℃の菜種油を用いた場合についても、Ａ

に滴下した場合は着火し、ＢからＥに滴下した場合は着

火しなかった。 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ  

○着火した 

×着火しない 
20℃ ○ × × × × 

220℃ ○ × × × × 

 

 

 

ウ １mL 以上の菜種油を滴下した時の着火の有無 

イで着火が見られた五徳先端部のＡに１mL以上の菜種

油を滴下した結果を表７に示す。１mL 滴下した時、五徳

上の菜種油は着火し、流出して落下した菜種油について

は着火しなかった。10mL、100mL とした場合においても五

徳上の菜種油が着火し、一時的に火が付いた状態で五徳

から落下する菜種油もあったが、落下後すぐに消炎した

（図 29）。菜種油の温度については、20℃、220℃いずれ

の場合についても、五徳上の菜種油のみ着火した。 

 

図 28 五徳先端部に 20℃、0.03mL の油を滴下した時の 

着火状況 

図 29 五徳先端部に 220℃の油を 100mL 滴下した時の 

着火状況 

図 27 使用中のガスこんろの温度分布図（鍋あり） 

 

図 26 使用中のガスこんろの温度分布図（鍋なし） 

表５ 油を滴下した五徳部分の温度 

 

表６ 0.03 mL 滴下した時の着火状況 
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 １mL 10mL 100mL 
 

△五徳の油のみ着火 
20℃ △ △ △ 

220℃ △ △ △ 

 

エ こんろ上の中華鍋の外面に菜種油が付着した時の着

火の有無 

鍋の外面に菜種油が付着した場合については鍋の外面

を伝って五徳の先端部分まで到達した菜種油のみが着火

した（図 30、31、表８）。 

 

 

 
 

 １mL 
 

△五徳に到達した油のみ着火 
20℃ △ 

220℃ △ 

 

 

オ 消炎直後に菜種油を滴下したときの着火の有無 

消炎直後のこんろの五徳先端に滴下した場合、菜種油

は 20℃、220℃いずれの温度も着火しなかった（表９）。 

 0.03mL 
 

×着火しない 
20℃ × 

220℃ × 

 

７ 考察 

 想定地震動によるフライヤー内の調理油の飛散挙動 

ア 合計飛散量 

 各金属缶への飛散量を合計した値を表 10 に示す。溢流

防止なしの場合は、概ね 7,300mL 程度飛散した。振動前

の液量は 18Ｌであるので、全体の４割以上飛散したこと

になる。溢流防止対策を行った場合は、Ａでは 7,745mL、

Ｂでは 6,951mL となった。当初は溢流防止により飛散量

が減少することを予想していたが、明確な傾向は示され

なかった。 

 

イ ゾーン設定 

飛散の分布について考察するため、フライヤー周辺の

ゾーン分けを行った。フライヤーから近い方からゾーン

１、２、…としてゾーン８まで設定した。また各ゾーン

について正面方向、側面方向、斜め方向の３つに分けた

（図 32）。背面部分等についてはゾーン分割の対象外と

した。斜め方向については、缶の一辺の長さが 0.24ｍで

あるので缶の中心部分までの距離(ｍ)が（n-1）×0.24 よ

り大きく n×0.24 以下のものをゾーン nとした。 

 

 

ウ 飛散方向の傾向 

各方向へのゾーンごとの平均飛散量をフライヤーから

の距離に対して対数プロットしたグラフを図 33 から 37

に示す。 

今回の想定地震動は南北方向（最大加速度 1,049gal）

の方が東西方向（最大加速度749gal）より揺れが大きい。

フライヤーは側面方向が南北方向となるように設置した

ため、飛散量は側面方向で大きくなることが予想される。

しかし溢流防止対策なしの場合は、正面方向の方が側面

方向に比べて平均飛散量が多かった。これは油槽の形状

による違いと考えられ、油槽の側面は垂直であるのに対

し、油槽の正面は傾斜しており、溢流が発生しやすいこ

とが考えられる。 

 

溢流防止なし 溢流防止あり 

１回目 ２回目 ３回目 Ａ Ｂ 

7,245 7,216 7,362 7,745 6,951 

表９ 消炎直後に五徳先端部へ菜種油を滴下した時の 

着火状況 

 

図 32 ゾーン分割 

図 30 菜種油が中華鍋の 

外面を伝っている状況 

 

図 31 中華鍋の外面を伝っ

た菜種油が五徳の先端

において着火した状況 

表７ 五徳先端部に１mL 以上の菜種油を滴下した時の 

着火状況 

 

表 10 金属缶への合計飛散量（mL）

（mL） 

表８ 使用中の中華鍋の外面から油を滴下した時の 

着火状況 
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一方で溢流防止対策Ａ、Ｂを行った場合については、

側面方向への飛散量の方が正面方向より大きくなる傾向

があった。溢流防止対策により縁の形状が変化し、油槽

正面の傾斜による溢流増加が抑えられ、地震動の揺れが

大きい側面方向の飛散量が多くなったと考えられる。 

 

エ 飛散量の距離依存性 

フライヤーから離れるほど飛散量は減少する結果とな

っているが、その依存性について考察する。 

溢流防止対策を実施しない場合の３回の測定について、

方向によらずに距離ごとに平均飛散量を対数プロットし

たグラフを図 38 に示す。点線は指数近似曲線であるが、

決定係数 R2は 0.94 となり、よく一致する結果となった。

このことから、フライヤーに近づくほど飛散量は指数関

数的に増大することが分かった。 

オ 受傷危険 

地震時の受傷事例として、平成 30 年６月 18 日に発生

した大阪府北部地震の際に、スーパーマーケットやコン

ビニエンスストアにおいて地震によりフライヤーから油

が跳ね、火傷を負った事例がある８）。今回の結果から、フ

ライヤーからの油の飛散はフライヤーに近づくほど多く

なり、特に油槽の壁面が傾斜している正面方向では飛散

する危険性が高くなることが示唆された。地震が発生し

た場合は速やかにフライヤーから離れ、可能であれば側

面方向への避難を行うことで受傷するリスクを下げるこ

とができる。 

図 33 想定地震動によりフライヤーから各方向へ飛散

した平均飛散量と距離の関係（溢流防止なし１回目） 

図 34 想定地震動によりフライヤーから各方向へ飛散

した平均飛散量と距離の関係（溢流防止なし２回目） 

図 35 想定地震動によりフライヤーから各方向へ飛散

した平均飛散量と距離の関係（溢流防止なし３回目） 

図 36 想定地震動によりフライヤーから各方向へ飛散

した平均飛散量と距離の関係（溢流防止ありＡ） 

図 37 想定地震動によりフライヤーから各方向へ飛散

した平均飛散量と距離の関係（溢流防止ありＢ） 
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 長周期地震動によるフライヤー内の調理油の飛散挙

動 

ア 合計飛散量  

合計飛散量を表 11 に示す。振動前のフライヤーの液

量は 40Ｌであるのに対し、２割以上の 9,000mL 程度飛散

する傾向が見られた。 

１回目 ２回目 ３回目 

8,798 9,540 9,524 

 

イ ゾーン設定 

飛散の分布について考察するため、フライヤー周辺の

ゾーン分けを行った。フライヤーから近い方からゾーン

１、２、…として、正面方向、側面方向、斜め方向と分け

た（図 39）。背面部分等についてはゾーン分割の対象外と

した。斜め方向については、缶の一辺の長さが 0.24ｍで

あるので缶の中心部分までの距離(ｍ)が（n-1）×0.24 よ

り大きく n×0.24 以下のものをゾーンｎとした。 

 

 

ウ 飛散する方向による違い 

と同様に、各方向へのゾーンごとの平均飛散量をフ 

 

ライヤーからの距離に対して対数プロットしたグラフを

図 40 から 42 に示す。側面方向の共振が発生するため、

主に側面方向への飛散になると想定していたが、実際は

斜め方向、正面方向への飛散の方が多い。これは油槽の

図 38 想定地震動によりフライヤーから各方向へ飛散 

した平均飛散量と距離の関係 

図 39 ゾーン分割 

図 41 正弦波によるフライヤーから各方向への 

   ゾーン番号ごとの平均飛散量（２回目） 

図 40 正弦波によるフライヤーから各方向への 

  ゾーン番号ごとの平均飛散量（１回目） 

図 42 正弦波によるフライヤーから各方向への 

   ゾーン番号ごとの平均飛散量（３回目） 

表 11 金属缶への合計飛散量（mL） 

フライヤーからの距離(ｍ) フライヤーからの距離(ｍ) 

フライヤーからの距離(ｍ) 

フライヤーからの距離(ｍ) 

平
均
飛
散
量

(m
L)
 

平
均
飛
散
量

(m
L)
 

平
均
飛
散
量

(m
L)
 

平
均

飛
散
量

(m
L)
 



148 

形状について、油槽の側面は垂直となっているが、油槽

の正面は傾斜しているため、液体が溢流しやすいためと

考えられる。 

エ 飛散量の距離依存性 

フライヤーから離れるほど飛散量は減少する結果とな

っているが、その依存性について考察する。 

方向によらずに距離ごとに飛散量を対数プロットした

グラフを図 43 に示す。点線は指数近似曲線であるが、決

定係数 R2は 0.95 となり、よく一致する結果となった。こ

のことから、フライヤーに近づくほど飛散量は指数関数

的に増大することが分かった。 

 

 

 飛散した調理油による出火危険 

今回の実験で、飛散した調理油が着火するにはこんろ

の炎に継続して接炎する必要があることが分かった。 

上の地震が起こった場合、マイコンメーターにより自動

消火されることから、着火する可能性は低いと考えられ

る。 

イコンメーターが作動しない状況で油が飛散するおそれ

があるが、飛散した調理油はガスこんろの炎に継続して

接炎しなければ着火せず、他の可燃物に延焼拡大する危

険性は低いと考えられる。 

 

８ まとめ（危険性の評価・対策の検討） 

 フライヤー内の調理油の飛散挙動 

フライヤーの油槽の形状から、比較的フライヤー正面

付近への飛散量が多くなる傾向が見られたため、フライ

ヤーを使用中に地震が発生した場合は、速やかにフライ

ヤー正面から離れて受傷防止を図る。また、フライヤー

の配置は油の飛散を考慮し、使用者が速やかに退避でき

る配置とすることが望ましい。 

 飛散した調理油による出火危険 

震度５強相当以上でマイコンメーターは作動するがフ

ライヤーは震度４相当の揺れであっても油が飛散する場

合があるが、飛散した調理油はガスこんろ等の炎に継続

して接炎しなければ着火せず、他の可燃物に延焼拡大す

る危険性は低いと考えられる。 

  

９ おわりに 

本検証では飲食店等の厨房において使用されているフ

ライヤーについて、地震時の危険性を明らかにするため、

フライヤー内の調理油等の飛散挙動及び飛散した調理油

による着火危険について検証した。その結果、地震時の

出火危険や受傷危険が判明し、またそのリスクを下げる

方法が示唆された。 
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